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平成 19年 3 月期   中間決算短信（連結） 平成18年11月15日 

上 場 会 社 名        大明株式会社 上場取引所 東証第１部 

コ ー ド 番 号        1943 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.daimei.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名  八木橋 五郎 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営管理本部長  氏名 大友 誠一  ＴＥＬ（03）5434－1121 
中間決算取締役会開催日 平成18年11月15日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18年9月中間期の連結業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日） 
（1)連結経営成績 （注）百万円未満は切り捨てて表示してあります 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 
17年9月中間期 

56,031 
47,198 

18.7
12.6

4,705
2,751

   71.0
21.1

4,725 
2,759 

71.2
22.8

18年3月期 108,556 7.4 6,363 2.6 6,380 3.5
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益 

 百万円 ％  円 銭  円 銭

18年9月中間期 
17年9月中間期 

2,714 
1,269 

113.8
27.6

66  34 
31 34 

59  46 
28 33 

18年3月期 3,215 7.9 77 12 69 47 
（注）①持分法投資損益 18年9月中間期  －百万円 17年9月中間期 -百万円 18年3月期  -百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 18年9月中間期 40,917,575株 17年9月中間期 40,520,582株 18年3月期 40,656,882株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2)連結財政状態  

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18年9月中間期 
17年9月中間期 

66,862 
68,164 

40,286 
33,442 

56.2 
49.1 

917  49 
820 99 

18年3月期 73,893 35,883 48.6 875 18
（注) 期末発行済株式数(連結) 18年9月中間期 40,920,450株 17年9月中間期 40,735,027株 18年3月期 40,910,299株 
 
（3)連結キャッシュ･フローの状況  

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18年9月中間期 
17年9月中間期 

1,695 
5,590 

1,952 
△ 397 

△7,712 
△ 774 

17,486 
22,864 

18年3月期 5,223 △ 201 △1,914 21,551 
 
（4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   13社 持分法適用非連結子会社数   -社 持分法適用関連会社数  -社 
 
（5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 （新規)   -社 （除外)   -社    持分法 （新規)   -社 （除外)   -社 
 
２．19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通    期 116,000 7,200 3,900 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   95円31銭 

 

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日
現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の８ページをご参照くだ
さい。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 
当社グループは、当社及び子会社１４社で構成され、ＮＴＴネットワークエンジニアリング、モバイ

ルネットワークソリューション、ＩＴソリューション、総合設備エンジニアリングの４事業を柱に展開

しており、更にこれに関連する建設機材等の販売及び賃貸、警備保障業務、業務受託等の事業活動を行

っております。 

 事業の系統図は概ね次のとおりです。 

 

※下表中の子会社である東邦建㈱はジャスダック証券取引所に上場しております。 

エンジニアリング・建設機材等販売
建設機材等賃貸・警備保障業務
業務受託・システム設計･保守

　子会社１４社 東邦建（株） （連結対象子会社１３社）
大明通産（株）
大明テレコム（株）ほか

得　　　　　　　意　　　　　　　先

IT ソ リ ュ ー シ ョ ン

大　　　　明　　　　（株）

子　　　会　　　社 

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ

ＮＴＴネットワークエンジニアリング

モバイルネットワークソリューション

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

情
報
シ
ス
テ
ム
納
入
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２ ． 経   営   方   針 
 

（１）経営の基本方針 
 当社は、企業理念「高度情報化の進展と豊かな社会の創造に貢献する」を基本に、２１世紀にお

ける「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、グループ会社が一体となって、企業価値を

より高めていくことを方針としております。 
 上記方針の実現と大明ブランドの確立を通し、株主、顧客、取引先、従業員などのステークホル

ダーの期待に応えられる経営を目指しております。 
 また、「競争優位への企業変身」「顧客満足（ＣＳ）の向上」「人材育成」を長期方針として、業

容の拡大、コストリダクション及び安全の確保と品質の向上にグループ会社をあげて取り組んでお

ります。 
 さらに、行動指針「公正さと良識をもって行動せよ」を基に、「法令遵守と高い倫理観」及び「誠

実な対話と行動」を進め、良き企業市民として信頼を確保し、社会と企業の持続的発展に努めてま

いります。 
 

（２）利益配分に関する基本方針 
 当社は、配当性向等を総合的に勘案しつつ、株主の皆様に安定した配当を行なうことを基本とし

ております。 
 また、内部留保資金につきましては、企業価値を高めるため、中長期的視点から将来の事業展開

に備えるとともに経営基盤の強化をはかることを使途として考えております。 
 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 当社では、当社株式が適正に評価されること及びその流動性を高めることを重要な課題としてと

らえております。 
 投資単位の引き下げにつきましては、株価水準、株主数、費用対効果、財務状況等を総合的に勘

案し現時点では直ちに実施すべき状況ではないと考えておりますが、今後の市場動向等を勘案しつ

つ慎重に対処していきたいと考えております。 
 

（４）目標とする経営指標 
 当社は、企業価値向上のための目標値として株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）が１０％に向上す

るよう努力をしてまいります。 
 

（５）中長期的な経営戦略 
 当社のコア事業となる情報通信分野においては、ＩＰ化に伴い「固定・移動の融合」、「通信・放

送の融合」など、市場構造の急激な変化の中で次世代ネットワーク（ＮＧＮ）構築など、ブロード

バンド・ユビキタス社会の実現に向けての取り組みが加速化されています。 
 このような事業環境の中、当社は中期的経営戦略として「ＩＴ・ＩＰ市場に対するトータルソリ

ューション体制の構築」、「移動体ビジネスの拡充」、「コスト競争力強化と品質向上によるＣＳ（顧

客満足）とお客様の信頼の確保」を通して、企業価値の向上に努め、社会と企業の持続的発展を目

指してまいる所存であります。 
 また、当社グループの業容拡大をはかるため従来の情報通信ネットワークエンジニアリング及び

モバイルネットワークソリューションを中核事業としつつ、情報通信関連のＩＴ・ＩＰ技術の強化

をはかり、ソリューション事業などＩＴ・ＩＰビジネス市場における優位性確保と競争力の強化に

取り組んでまいります。 
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（６）対処すべき課題 
 当社グループを取り巻く経営環境は、国内企業の業績が緩やかに改善しているなど、日本経済は

民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれており、当社のコア事業となる情報通信分野にお

いてもブロードバンド・ユビキタス社会の実現に向けて、大きな可能性が期待されております。 
 このため市場動向の大きな変化へ対応し、事業の集中・拡大、コストリダクションによる利益の

維持・向上及び安全の確保と品質の向上が基本的課題となりますので、グループ全体で以下の課題

に取り組んでまいります。 
 

 ①モバイル新市場の開拓 
 ②ＩＴ・ＩＰ、マルチスキル技術者育成と体制の整備 
 ③施工体制の拡充 
 ④コスト・サービス競争力の強化 
 ⑤各マネジメントシステムの整備と内部統制の強化 

 
（７）親会社等に関する事項 

当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。 
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３ ． 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

（１）当中間期の概況 
 

 当中間期における日本の経済は公共投資に厳しさがあるものの、国内企業の業績が緩やかに改善

し設備投資が引き続き増加するなど、民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれる中で推移

しております。 
 情報通信関連分野においては、市場環境の大きな変化の中、モバイル、光アクセス、インターネ

ットなどによる通信手段の多様化、さらに固定・移動の融合、通信・放送の融合などの進展により、

ブロードバンド・ユビキタス社会の実現に大きな期待が寄せられております。 
 当社グループの事業に関わりの深い東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社にお

いては、光ＩＰサービスの本格的な展開など、ブロードバンド市場に対して光アクセス網の構築に

積極的に取り組まれております。 
 また、各移動通信キャリアにおいては第３世代携帯電話のエリア拡充とネットワーク品質向上に

伴う堅調な設備投資が持続しております。 
 このような事業環境の中、当社においては営業部門と施工部門を一体とした組織運営により、エ

ンジニアリング事業に対しては安全と品質を基本に施工能力の向上、コスト競争力の強化を進めて

まいりました。またソリューション事業に対しては、お客様への提案営業の充実による受注拡大を

はかるとともに、ＩＰ技術力の強化などに積極的に取り組み、業績の向上に努めてまいり 
ました。 
 その結果、当中間期の連結の経営成績としては、受注高は６３４億３千６百万円（前年同期比 
２１．７％増）、売上高は５６０億３千１百万円（前年同期比１８．７％増）となりました。 
 また、業務効率及び採算性の向上に注力した結果、経常利益は４７億２千５百万円（前年同期比

７１．２％増）、中間純利益は２７億１千４百万円（前年同期比１１３．８％増）となりました。 
 

 

 （２）事業の種類別概況 
①ＮＴＴネットワークエンジニアリング 

 ＮＴＴネットワークエンジニアリングにおいては、本格的なブロードバンド時代に備えたアク

セス系光工事が継続しており、受注拡大に努めた結果、受注高は２００億７千万円（前年同期比

１２．０％増）、売上高は１７６億５千４百万円（前年同期比１２．５％増）となりました。 

 

②モバイルネットワークソリューション 

 モバイルナンバーポータビリティ（ＭＮＰ）対応の基地局工事が上半期に集中したこと、並び

に受注拡大に努めた結果、受注高は３１４億８千２百万円（前年同期比４７．６％増）、売上高

は２８０億９千２百万円（前年同期比４３．６％増）となりました。 

 

③ＩＴソリューション 

 技術革新と厳しい受注競争が展開されている中、オンデマンド営業及びシステムソリュー 

ションへの取り組み強化など、受注拡大に努め、受注高は５２億９千２百万円（前年同期比 

１６．２％増）、売上高は４３億８千４百万円（前年同期比１７．８％増）となりました。 

 

④総合設備エンジニアリング 

 官公需並びにＡＤＳＬ関連工事の受注が減少したことから、受注高は６５億９千万円（前年同

期比２０．６％減）、売上高は５９億１百万円（前年同期比２８．２％減）となりました。 
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【連結受注実績】 （単位：百万円） 

事業種別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １７，９２４ ２０，０７０ ２，１４６

モバイルネットワークソリューション ２１，３２６ ３１，４８２ １０，１５５

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ４，５５４ ５，２９２ ７３７

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ８，２９９ ６，５９０ △ １，７０９

合 計 ５２，１０５ ６３，４３６ １１，３３１

 
【連結売上実績】 （単位：百万円） 

事業種別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １５，６９３ １７，６５４ １，９６１

モバイルネットワークソリューション １９，５６６ ２８，０９２ ８，５２５

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ３，７２０ ４，３８４ ６６３

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ８，２１８ ５，９０１ △ ２，３１７

合 計 ４７，１９８ ５６，０３１ ８，８３３

 
 
 
（３）通期の見通し 

 今後の日本経済につきましては公共投資に厳しさがあるものの、国内企業の業績が緩やかに改善

し設備投資が引き続き増加するなど、民間需要に支えられた景気回復が続くと考えられますが、原

油価格の動向などの影響に留意する必要があると思われます。 
 情報通信関連分野では、光アクセス、ＩＰ電話などのブロードバンド化、モバイルナンバー 
ポータビリティ（ＭＮＰ）の導入と第３世代携帯電話をはじめとするモバイルマルチメディア化の

流れが、キャリア間の熾烈な競争下でさらに加速されることが想定されます。 
 当社グループといたしましては、「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」としてブロード 
バンド、モバイル、ＩＴをトータルにサポートし受注拡大に努めるとともに、一層のコスト・サー

ビス競争力の強化に取り組み、収益力の維持向上に努めてまいります。 
 このような状況のもと、通期の連結業績につきましては、受注高は１，１７０億円（前期比 
７．３％増）、売上高１，１６０億円（前期比６．９％増）、営業利益７１億円（前期比１１．６％

増）、経常利益７２億円（前期比１２．8％増）、当期純利益３９億円（前期比２１．３％増）を見

込んでおります。 
 また、今期の配当につきましては、将来の事業展開に備えた内部留保資金とのバランスを勘案し

ながら安定的な配当をすることとし、１株当たり１６ 円（普通配当６円、特別配当１０円）を予

定しております。 
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 （４）財政状態（キャッシュ・フローの状況）   
  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。 
 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中

間純利益の増加、売上債権の減少及び有形固定資産（土地）の売却収入による資金の増加があった

ものの、外部からの借入金を返済したことにより、前中間連結会計期間末に比し５３億７千７百万

円減少し、１７４億８千６百万円となりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動のキャッシュ・フローは、未成工事支出金の増加２７億５

百万円、仕入債務の減少２２億３千５百万円による資金の減少があったものの、税金等調整前中間

純利益４９億１千３百万円、売上債権の減少３３億７千２百万円による資金の増加により、１６億

９千５百万円となりました。 
なお、前中間連結会計期間と比較すると、前中間期末に比し受取手形・完成工事未収入金等の残

高が６４億３千６百万円増加したことから、営業活動によるキャッシュ・フローは、３８億９千５

百万円の資金減少となりました。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間連結会計期間における投資活動のキャッシュ・フローは、有形固定資産（土地）の売却    
２４億２千３百万円により、前中間連結会計期間に比し２３億４千９百万円増加の１９億５千２百

万円となりました。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間連結会計期間における財務活動のキャッシュ・フローは、外部からの長期借入金７１億６

百万円を返済したことにより、前中間連結会計期間に比し６９億３千７百万円減少の７７億１千２

百万円となりました。 
 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 平成 17 年 3 月期 平成17年９月期中 平成 18 年 3 月期 平成18年９月期中 
株主資本比率（％） ４６．４ ４９．１ ４８．６ ５６．２ 
時価ベースの株主資本比率（％） ４８．９ ７０．９ ９１．５ ７４．８ 
債務償還年数（年） ５．１ １．４ ２．８ ２．２ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） １３．３ ３２．５ ２４．３ １１．９ 

（注）株主資本比率 ： 株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※株式時価総額は、（中間）期末株価終値×（中間）期末発行済株式数（自己株式控除後）により 

算出しております。 
※営業キャッシュ・フローは、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、（中間）連結貸借対照表に計上されている負債の

うち利子を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、（中間）

連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
※中間期の債務償還年数については、各中間期の営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２

倍して算出しております。 
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（５）事業等のリスク 

①特定の取引先との関係について 

 当社グループの売上高の約３割を占める東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社は

ブロードバンド環境の整備を推進しており、当社の売上高に対する構成も光アクセス系ネットワ

ーク設備工事へ急速にシフトしております。また、売上高の約５割を占める移動通信事業者各社

は、第３世代携帯電話サービス関連投資を積極的に行っており、当社が関わる移動通信ネットワ

ーク設備工事も堅調に推移しております。 

 このように当社と取引関係にあるＮＴＴグループをはじめとした情報通信事業者各社との安

定的な取引を継続しておりますが、売上高に占める割合が高く、通信サービスの設備投資動向や

情報通信設備の技術革新によっては当社の業績へ影響を及ぼす可能性があります。 

 

②安全品質管理について 

 当社グループでは「安全」と「品質」を大明ブランドの基本として、安全・衛生や品質のマネ

ジメントシステムを導入・駆使し、お客様に信頼され、評価される高品質なエンジニアリングと

サービスをお届けすることとしていますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会

的に大きな影響を与えるとともに、営業活動への制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

③情報セキュリティ管理について 

 当社は「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、ネットワークを中心に設備・システ

ムの構築、保守、運用のサービスを提供しており、多数のお客様情報をお預かりしております。

当社では情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を取得しており、当社グル

ープの従業員に対する情報漏洩防止対策に関する取り組みを重視、徹底しておりますが、情報漏

洩に関する不測の事態を発生させた場合は、社会的な影響を与えるとともに営業活動に制約を受

け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 
 本資料には、当社の現時点での計画、見通し、経営戦略及び経営方針に基づく将来の予測が含まれております。

この予測には、現時点で入手可能な情報に基づいて経営判断や前提が述べられております。 
 そのため諸要件の変化により実際の業績は、本資料の予測とは大きく異なる可能性があります。従いまして本

資料における将来予測の記述が将来に亘って正確であることを保証するものではないことをご了解いただきま

すようお願いいたします。 
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４ ． 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
 
(１)中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表  

（平成 17 年９月 30 日） （平成 18 年９月 30 日） （平成 18 年３月 31 日） 

期別 
 
科目 

金   額 金   額 金   額 

    

（ 資 産 の 部 ）    

    

Ⅰ 流 動 資 産 ４８，４７４ ４９，９９５ ５４，５２８

現 金 預 金 １８，８６４ １２，４７１ １６，６１３

受 取 手 形 ・ 完 成 工 事 未 収 入 金 等 １６，３２５ ２２，７６１ ２６，１３５

有 価 証 券 ４，２５０ ５，４３８ ５，２５０

未 成 工 事 支 出 金 等 ― ８，２６２ ５，５５７ 

未 成 工 事 支 出 金 ７，３５４ ― ― 

そ の 他 の た な 卸 資 産 ４３１ ― ―

繰 延 税 金 資 産 ６２０ ３７２ ３５８

そ の 他 ７００ ７２２ ６６４

貸 倒 引 当 金 △    ７１ △    ３４   △    ５１ 

   

Ⅱ 固 定 資 産 １９，６８９ １６，８６７ １９，３６５ 

１ 有 形 固 定 資 産 １０，４２１ ８，３６４ １０，４３３

建 物 ２，７５３ ２，６６１ ２，７２８ 

土 地 ６，６９７ ４，５９２ ６，７０５

そ の 他 ９６９ １，１１０ １，０００ 

 

２ 無 形 固 定 資 産 １０３ １６１ １００ 

 

３ 投 資 そ の 他 の 資 産   ９，１６４ ８，３４１ ８，８３１ 

投 資 有 価 証 券 ４，８４５ ４，０７８ ４，８１６

長 期 貸 付 金 １５６ １６８ １５３ 

繰 延 税 金 資 産 ５３５ ４６７ ２４５

そ の 他 ５，０００ ４，９４５ ４，９３８ 

貸 倒 引 当 金 △ １，３７３ △１，３１９ △ １，３２３

資 産 合 計 ６８，１６４ ６６，８６２ ７３，８９３
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（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表  

（平成 17 年９月 30 日） （平成 18 年９月 30 日） （平成 18 年３月 31 日）

期別 
 
科目 金   額 金   額 金   額 

（ 負 債 の 部 ）    
Ⅰ 流 動 負 債 ２２，８００ １７，５７３ ２６，０４５

支払手形・工事未払金等 ９，９８５ １２，５２７ １４，７６２ 
短 期 借 入 金 ８，６６８ ４９７ ７，５１０

未 払 法 人 税 等 １，２７８ ２，２５３ １，１０１ 
未 成 工 事 受 入 金 １，１８９ ５８８ ４７７

役 員 賞 与 引 当 金 ― ３０ ― 
完 成 工 事 補 償 引 当 金 １０ ７ ６ 
そ の 他 １，６６６ １，６６９ ２，１８６

    

Ⅱ 固 定 負 債 ９，１５９ ９，００３ ９，２０９ 
社 債 １００ １００ １００ 
転 換 社 債 ６，８１９ ６，７５２ ６，７５７

長 期 借 入 金 １７６ １３３ １５５ 
繰 延 税 金 負 債 ４３ ４８ ７０ 
退 職 給 付 引 当 金 １，５６６ １，５００ １，５５５ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２４２ １９８ ２７７ 
連 結 調 整 勘 定 ４９ ― １３４

負 の の れ ん ― １１２ ―

再評価に係る繰延税金負債 １４５ １４５ １４５ 
そ の 他 １６ １２ １４

負 債 合 計 ３１，９５９ ２６，５７６ ３５，２５４ 

（少数株主持分）   
少 数 株 主 持 分 ２，７６２ ― ２，７５４

（ 資 本 の 部 ）  
Ⅰ 資 本 金 ５，５７７ ― ５，６０８

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ４，０２４ ― ４，０５５ 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 ２３，２２２ ― ２５，１６８

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △    １３０ ― △    １３０ 
Ⅴ その他有価証券評価差額金 ８６６ ― １，２５９

Ⅵ 自 己 株 式 △    １１７ ― △     ７８ 

資 本 合 計 ３３，４４２ ― ３５，８８３ 

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 ６８，１６４ ― ７３，８９３

（ 純 資 産 の 部 ） 
Ⅰ 株 主 資 本 

資 本 金 ― ５，６１０ ―

資 本 剰 余 金 ― ４，０５８ ―

利 益 剰 余 金 ― ２７，１４１ ―

自 己 株 式 ― △    ７９ ―

株 主 資 本 合 計 ― ３６，７３１ ―

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金 ― ９４２ ―

土 地 再 評 価 差 額 金 ― △   １３０ ―

評価・換算差額等合計  ― ８１２ ―

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 ― ２，７４２ ―

純 資 産 合 計 ― ４０，２８６ ―

負 債 純 資 産 合 計 ― ６６，８６２ ―
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(２)中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

期別 
 
科目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 完 成 工 事 高  ４７，１９８ ５６，０３１  １０８，５５６ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ４０，７８４ ４７，４９６  ９４，５７４ 

完 成 工 事 総 利 益  ６，４１４ ８，５３５  １３，９８２ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３，６６３ ３，８２９  ７，６１９ 

営 業 利 益  ２，７５１ ４，７０５  ６，３６３ 

Ⅳ 営 業 外 収 益     

受 取 利 息 ６ １１  １２  

受 取 配 当 金 ３８ ３４  ８１  

連結調整勘定償却額 ２６ ―  ４４  

負 の の れ ん 償 却 額 ― ２１  ―  

不 動 産 賃 貸 料 ２７ ３０  ７８  

そ の 他 ４１ １４１ ３０ １２８ ６０ ２７７ 

Ⅴ 営 業 外 費 用     

支 払 利 息 １０９ ９３  ２１７  

そ の 他 ２３ １３３ １５ １０９ ４３ ２６０ 

経 常 利 益  ２，７５９ ４，７２５  ６，３８０ 

Ⅵ 特 別 利 益     

固 定 資 産 売 却 益 ― ２９２  ―  

投資有価証券売却益 ６ ７  ５  

保 険 解 約 返 戻 金 ― ６ ５ ３０５ ５２ ５８ 

Ⅶ 特 別 損 失     

固 定 資 産 除 却 損 １２ ２９  ２２  

役 員 退 職 慰 労 金 ９ ５６  ３６  

投資有価証券評価損 ― ３０  ３３１  

減  損  損  失 ２１４ ―  ２１４  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １３５ ３７１ ― １１６ １３０ ７３４ 

税金等調整前中間（当期）純利益  ２，３９４ ４，９１３  ５，７０４ 

法人税、住民税及び事業税 １，１８０ ２，１７８  ２，２２９  

法 人 税 等 調 整 額 ― １，１８０ ― ２，１７８ ２２９ ２，４５８ 

少数株主利益（又は損失）  △   ５６ ２０  ３０ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  １，２６９ ２，７１４  ３，２１５ 
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(３)中間連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

期別 

 
科目 

金   額 金   額 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ３，９９２  ３，９９２ 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

  転換社債の転換による 
  資本準備金増加高 

― ３０  

  自己株式処分差益 ３２ ３２ ３２ ６３ 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高  ４，０２４  ４，０５５ 

    

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ２２，６１４  ２２，６１４ 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間（当期）純利益 １，２６９ １，２６９ ３，２１５ ３，２１５ 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

  株主配当金 ６０５ ６０５  

  取締役賞与金 ５５ ６６１ ５５ ６６１ 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高  ２３，２２２  ２５，１６８ 
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(４)中間連結株主資本等変動計算書 
 
当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５，６０８ ４，０５５ ２５，１６８ △    ７８ ３４，７５４ 

中間連結会計期間中の変動額      

転換社債の株式転換 ２ ２   ４ 

剰 余 金 の 配 当（注）   △   ６５４  △   ６５４ 

役 員 賞 与 （注）   △    ８６  △    ８６ 

中 間 純 利 益   ２，７１４  ２，７１４ 

自 己 株 式 の 取 得    △     ５ △     ５ 

自 己 株 式 の 処 分  ０  ４ ４ 

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

     

中間連結会計期間中の変動額

合計 ２ ２ １，９７３ △     １ １，９７７ 

平成 18 年 9 月 30 日残高 ５，６１０ ４，０５８ ２７，１４１ △    ７９ ３６，７３１ 

 
 評価・換算差額等 

 土地再評価差額金 その他有価証券 
評価差額金 評価・換算差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 △   １３０ １，２５９ １，１２９ ２，７５４ ３８，６３８ 

中間連結会計期間中の変動額      

転換社債の株式転換     ４ 

剰 余 金 の 配 当（注）     △   ６５４ 

役 員 賞 与 （注）     △    ８６ 

中 間 純 利 益     ２，７１４ 

自 己 株 式 の 取 得     △     ５ 

自 己 株 式 の 処 分     ４ 

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

 △   ３１７ △   ３１７ △    １１ △   ３２９ 

中間連結会計期間中の変動額 
合計 ― △   ３１７ △   ３１７ △    １１ １，６４８ 

平成 18 年 9 月 30 日残高 △   １３０ ９４２ ８１２ ２，７４２ ４０，２８６ 

（注）平成１８年３月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(４)中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

              期   別 
 
科   目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 ２，３９４ ４，９１３ ５，７０４ 
減 価 償 却 費 ２４３ ２２６ ４８３ 
減 損 損 失 ２１４ ― ２１４ 
各種引当金の増減額（減少：△） １４３ △     ２８ １１２ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額 △     ７２ △     ７８ △     ３６ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △      ４５ △     ４６ △     ９４ 
支 払 利 息 １０９ ９３ ２１７ 
為 替 差 益 △       ３ △      ０ △      ４ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ７ ３０ ３３１ 
有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △        ６ △      ７ △      ５ 
固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 益 １０ △    ２６２ ２０ 
そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 の 非 資 金 分 △     ２６ △      ９ △     ３８ 
売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） ９，０７８ ３，３７２ △    ７３１ 
未成工事支出金の増減額（増加：△） △   ２，８４１ △  ２，７０５ △    ６１４ 
仕 入 債 務 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △   ２，３９４ △  ２，２３５ ２，３８２ 
未成工事受入金の増減額（減少：△） ４５４ １１０ △    ２５７ 
そ の 他 資 産 ・ 負 債 の 増 減 額 △    ３１７ △    ５１７     ５４ 

小     計 ６，９４９ ２，８５５ ７，７３７ 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４５ ４６ ９４ 
利 息 の 支 払 額 △    １７１ △    １４３ △    ２１５ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △  １，２３２ △  １，０６２ △  ２，３９１ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ５，５９０ １，６９５ ５，２２３ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △    １５７ △    １９５ △    ３２６ 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 ２１２ ２７４ ３１９ 
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △    ４１３ △    ３６８ △    ６３８ 
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２４ ２，４２３ ５８ 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △    １０７ △     ２８ △    １１７ 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ５２ ７ ４５２ 
貸 付 け に よ る 支 出 △     ５１ △     ３４ △     １８ 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ８５ ８ ６８ 
そ の 他 資 産 の 増 減 額 △     ４２ △    １３５ １ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △    ３９７ １，９５２ △    ２０１ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額（減少：△） △     ９３ １０ △  １，１８２ 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ― ６０ ５０ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △    １３９ △  ７，１０６ △    ２７９ 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △     ５６ △      ０ △     ５６ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △      ８ △      ５ △     ２１ 
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 １５４ ４ ２０９ 
配 当 金 の 支 払 額 △    ６０４ △    ６５４ △    ６０５ 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △     ２８ △     ２２ △     ２８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △    ７７４ △  ７，７１２ △  １，９１４ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０ △      ０ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ４，４１９ △  ４，０６４ ３，１０６ 

Ⅵ 現 金 及 び現 金同 等 物 の期 首残 高 １８，４４５ ２１，５５１ １８，４４５ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ２２，８６４ １７，４８６ ２１，５５１ 
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
     （自 平成１８年４月 １日 
      至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 
１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 

主要な連結子会社の名称 
東邦建㈱ 
大明通産㈱ 
大明テレコム㈱ 

 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 
   同左 
 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 
   同左 

（２）非連結子会社数 １社 
TELECOM ENGINEERING LANKA 
PRIVATE LIMITED 

 

上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外しております。 

（２）非連結子会社数 １社 
同左 

（２）非連結子会社数 １社 
   同左 

 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社  

 
（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
ENKAY  ENTERPRISES (PRIVATE)  
LIMITED 

 
上記の持分法非適用会社は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が僅少であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

同左 

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社のうち明成通信㈱の中間決算日は７月

３１日であり、中間連結決算日との差は３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中

間財務諸表を基礎として連結を行っております。 
ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 
なお、その他の連結子会社の中間決算日と中間連

結決算日は一致しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち明成通信㈱の決算日は１月３１

日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基

礎として連結を行っております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 
なお、その他の連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致しております。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 
  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 
  時価のないもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 
   
  時価のないもの 

同左 
ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

個別法による原価法 
  材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

同左 
  材料貯蔵品 

同左 

ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

同左 
  材料貯蔵品 

同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 
また、取得価額１０万円以上２０万円未満の

少額減価償却資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

同左 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

同左 
 

ロ．無形固定資産 
定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

ロ．無形固定資産 
同左 

ロ．無形固定資産 
同左 
 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

同左 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

同左 

ａ．一般債権 
貸倒実績率によっております。 

ｂ．貸倒懸念債権等 
個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

ａ．一般債権 
同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 
同左 

ａ．一般債権 
同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 
同左 
 

ロ．完成工事補償引当金 
当社及び主要な連結子会社は完成工事に係る

かし担保の費用に備えるため、過去一定期間

の補償実績率による算定額を計上しておりま

す。 

ロ．完成工事補償引当金 
同左 

ロ．完成工事補償引当金 
同左 

 

ハ．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）

による定額法により翌連結会計年度から費用

処理しております。 

 

ハ．退職給付引当金 
同左 

ハ．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上しており

ます。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）

による定額法により翌連結会計年度から費用

処理しております。 
 

ニ．役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

ニ．役員退職慰労引当金 
同左 

ニ．役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 
――――――――――――――――― ホ．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額に基

づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上

しております。 
（会計方針の変更） 
当中間連結会計期間より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７

年１１月２９日 企業会計基準第４号）を適

用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利益が、そ

れぞれ３０百万円減少しております。 
 

――――――――――――――――― 

（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 
同左 

（４）重要なリース取引の処理方法 
同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための重要な 
   事項 

イ．完成工事高の計上基準 
完成工事高の計上基準は工事完成基準による

ほか、長期大型請負工事（工期が３事業年度

に亘り、請負金額１７億円以上のもの）につ

いては、工事進行基準を採用しております。 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための重要な 
   事項 

イ．完成工事高の計上基準 
同左 

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 

イ．完成工事高の計上基準 
同左 
 

ロ．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

ロ．消費税等の会計処理 
同左 

ロ．消費税等の会計処理 
同左 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 
  の範囲 

手元資金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資としております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 
  の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の 
  範囲 

同左 

 
 
（会計処理の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日企業

会計基準適用指針第６号）を適用しております。 
 これにより税金等調整前中間純利益が２１４百万円

減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

――――――――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 
 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成１５年１０月３１日企業会計基

準適用指針第６号）を適用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利益が２１４百万円

減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除して

おります。 
――――――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 
 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

３７，５４３百万円であります。 
 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会

計期間における中間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しております。 
 

――――――――――――――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



大明㈱【連結】 

 -18-

（表示方法の変更） 
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

――――――――――――――――― （中間連結貸借対照表関係） 
１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、

当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示しております。 
２．前中間連結会計期間において区分掲記しておりました｢その他のたな卸資産｣

は、当中間連結会計期間から金額的重要性が乏しくなったため、「未成工事支

出金」に含め、「未成工事支出金等」として表示しております。なお、当中間

連結会計期間における「その他のたな卸資産」の金額は３７９百万円でありま

す。 
 
（中間連結損益計算書関係） 
  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていた 
 ものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表示しております。 
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［注 記 事 項］ 
 
 （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度末 
（平成１８年３月３１日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
          ７，３８９百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
          ７，１１６百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
          ７，２７１百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下の通りです。 
 

建      物      ２４８百万円 
土      地      ８４１百万円 
    計       １，０８９百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下の通りです。 
 

建      物      １４５百万円 
土      地      ６２９百万円 
    計         ７７５百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下のとおりです。 

 
建      物      ２５１百万円 
土      地      ８４１百万円 
    計       １，０９２百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下の通り 
です。 

   短 期 借 入 金      ７０百万円 
   長 期 借 入 金     １０３百万円 
       計         １７３百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下の通り 
です。 

   短 期 借 入 金      ４０百万円 
   長 期 借 入 金      ５０百万円 
       計          ９０百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下のとおり 
です。 

   短 期 借 入 金      ４０百万円 
   長 期 借 入 金      ７２百万円 
       計         １１２百万円 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金 

２４６百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

７４５百万円があります。 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金

２１３百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

６２０百万円があります。 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金

２３１百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

６７１百万円があります。 
 

４．受取手形裏書譲渡高       ２９百万円 
   

４．受取手形裏書譲渡高        ５百万円 
   

４．受取手形裏書譲渡高      １０１百万円 
 

５．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

５．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 
同左 

５．   ――――――――――――――― 

６．   ――――――――――――――― ６．中間連結会計期間末日満期手形 
中間連結会計期間末日満期手形の会計処理につい 

  ては、手形交換日をもって決済処理しております。 
  なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日 
  であったため、次の中間連結会計期間末日満期手 
  形が、中間連結会計期間末残高に含まれておりま 
  す。 
   受取手形           ３３百万円 
   支払手形           １１百万円 

    

６．   ――――――――――――――― 
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 （中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は 
  以下の通りです。 

従業員給料手当    １，４５６百万円 
減価償却費         １００百万円 
退職給付費用        １０９百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ３５百万円 
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は 
  以下の通りです。 

従業員給料手当    １，４７６百万円 
減価償却費         １０７百万円 
退職給付費用         ８１百万円 
役員賞与引当金繰入額    ３０百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ３７百万円 
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は 
  以下のとおりです。 

従業員給料手当    ２，９１６百万円 
減価償却費        １９３百万円 
退職給付費用       １８８百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ７１百万円 

 

２．   ――――――――――――――― ２．保険解約返戻金は、郵便局の簡易保険及び生命保 
  険会社の生命保険を解約した際の保険料の戻入益 
  であります。 

２．同左 

３．   ――――――――――――――― ３．固定資産売却益は、主に当社所有の土地を売却 
  したことによるものです。 
 

３．   ――――――――――――――― 

４．固定資産除却損は、主に当社所有の工具器具、 
  備品等を処分したことによるものであります。 

４．固定資産除却損は、主に当社所有の建物及び工具 
  器具・備品等を処分したことによるものであり 
  ます。 

４．同左  
 

５．税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用して 
  いるため、法人税等調整額は「法人税、住民税及 
  び事業税」に含めて表示しております。 

５．同左 ５．   ――――――――――――――― 

６．当社グループの売上高は通常の形態として、上半 
  期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた 
  め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売 
  上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期 
  の業績に季節的変動があります。 

 

６．同左 ６．   ――――――――――――――― 

７．減損損失 
  当社グループは、以下の資産グループについて減 

  損損失を計上しております。 

用 途 種 類 場  所 

賃貸用 土 地 東京都足立区 

遊 休 
土地及び 

建物等 

滋賀県草津市他 

（８件） 

  （経緯） 

  上記資産のうち、賃貸用資産については、地価の 

  著しい下落に伴い賃貸の収益性が低下したため減 

  損損失を認識いたしました。また、遊休状態にあ 

  る土地等についても、今後使用見込みもないため 

  売却を検討しておりますが、地価等も著しく下落 

  していることから減損損失を認識いたしました。 

  （減損損失の金額） 

種 類 金 額 

土  地 １６２百万円 

建 物 １２百万円 

その他 ３８百万円 

合 計 ２１４百万円 

  （グルーピングの方法） 

  管理会計上の区分に基づき事業本部別に資産のグ 

  ルーピングをしており、事業の用に供していない 

  賃貸用資産、遊休資産等については個々の物件を 

  単位として扱っております。また、連結子会社に 

  ついては、主に会社単位を基準としてグルーピン 

  グを行っております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

  回収可能価額は、賃貸用資産については、正味売 

  却価額または使用価値により測定しており、その 

  評価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により 

  算定しております。また、遊休資産については、 

  正味売却価額により測定しており、その評価額は、 

  重要性が乏しいため、主に路線価又は固定資産税 

  評価額に基づいて算定しております。 

７．   ――――――――――――――― ７．減損損失 
  当社グループは、以下の資産グループについて減

  損損失を計上しております。 

用 途 種 類 場  所 

賃貸用 土 地 東京都足立区 

遊 休 
土地及び 

建物等 

滋賀県草津市他 

（８件） 

  （経緯） 

  上記資産のうち、賃貸用資産については、地価の

  著しい下落に伴い賃貸の収益性が低下したため減

  損損失を認識いたしました。また、遊休状態にあ

  る土地等についても、今後使用見込みもないため

  売却を検討しておりますが、地価等も著しく下落

  していることから減損損失を認識いたしました。

  （減損損失の金額） 

種 類 金 額 

土  地 １６２百万円

建 物 １２百万円

その他 ３８百万円

合 計 ２１４百万円

  （グルーピングの方法） 

  管理会計上の区分に基づき事業本部別に資産のグ

  ルーピングをしており、事業の用に供していない

  賃貸用資産、遊休資産等については個々の物件を

  単位として扱っております。また、連結子会社に

  ついては、主に会社単位を基準としてグルーピン

  グを行っております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

  回収可能価額は、賃貸用資産については、正味売

  却価額または使用価値により測定しており、その

  評価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により

  算定しております。また、遊休資産については、

  正味売却価額により測定しており、その評価額は、

  重要性が乏しいため、主に路線価または固定資産

  税評価額に基づいて算定しております。 
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 （中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 
  当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 
   １．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） ４１，１０８ ３ ― ４１，１１２ 

   （注）発行済株式の増加は、転換社債の普通株式への転換によるものです。 

 

   ２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） １９８ ３ １０ １９１ 

    （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
       ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

 

   ３．配当に関する事項 
    （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 普通株式 ６５４ １６．００ 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日

 
    （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と 
       なるもの 
        

該当事項はありません。 
 
 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 
  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成１７年９月３０日現在） 
現 金 預 金 勘 定 １８，８６４百万円 
有 価 証 券 勘 定  ４，２５０百万円 
預入期間が３ヶ月を  
超 え る 定 期 預 金  △  ２５０百万円 

現金及び現金同等物  ２２，８６４百万円 
 
 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 
  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成１８年９月３０日現在） 
現 金 預 金 勘 定  １２，４７１百万円 
有 価 証 券 勘 定  ５，４３８百万円 
預入期間が３ヶ月を  
超 え る 定 期 預 金  △  ２３３百万円 

償還期限が３ヶ月を

超 え る 債 権 等  △  １９０百万円 

現金及び現金同等物  １７，４８６百万円 
 
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 
  に掲記されている科目の金額との関係 
           （平成１８年３月３１日現在） 

現 金 預 金 勘 定  １６，６１３百万円 
有 価 証 券 勘 定   ５，２５０百万円 
預入期間が３ヶ月を  
超 え る 定 期 預 金  △  ３１２百万円 

現金及び現金同等物  ２１，５５１百万円  
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５．セ グ メ ン ト 情 報 
 
 
(１)事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１８年

４月１日 至 平成１８年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 
 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「電気通信設備工事業・電気設備工事業」の割合が 
いずれも９０％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
(２)所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１８年

４月１日 至 平成１８年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 
 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略しております。 
 

(３)海外売上高 
前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１８年

４月１日 至 平成１８年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）

においては、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
 
 

 

 

６．リ ー ス 取 引 関 係 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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７．有 価 証 券 関 係 
 
 
（前中間連結会計期間末〔平成１７年９月３０日〕） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
   （単位：百万円） 
 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 
①株 式 １，９７３ ３，４５０ １，４７６ 
②債 券    

国債・地方債等 ― ― ― 
社 債 ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― 

③そ の 他 １，０５３ １，０９４ ４１ 
合     計 ３，０２７ ４，５４５ １，５１８ 

 
 
２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
コマーシャル・ペーパー       ３，９９９百万円 
非上場株式               ３０４百万円 

マネー・マネジメント・ファンド     ２５０百万円 
 
 

３．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。 
なお、下落率が３０～５０％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿価

格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通し、時価下落の内

的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 
 

 
 
（当中間連結会計期間末〔平成１８年９月３０日〕） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
   （単位：百万円） 
 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 
①株 式 １，７３８ ３，３８４ １，６４６ 
②債 券    

国債・地方債等 ― ― ― 
社 債 ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― 

③そ の 他 ６５３ ６６８ １５ 
合     計 ２，３９１ ４，０５３ １，６６２ 

 
 
２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
コマーシャル・ペーパー       ４，９９７百万円 
非上場株式               ２１５百万円 
マネー・マネジメント・ファンド     ２５０百万円 
 
 

３．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、３０百万円の減損処理を行っております。 
なお、下落率が３０～５０％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿価

格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通し、時価下落の内

的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 
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（前連結会計年度末〔平成１８年３月３１日〕） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
   （単位：百万円） 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 
①株 式 １，７１１ ３，８９０ ２，１７８ 
②債 券    

国債・地方債等 ― ― ― 
社 債 ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― 

③そ の 他 ６５３ ６８１ ２７ 
合     計 ２，３６４ ４，５７１ ２，２０６ 

 
 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

コマーシャル・ぺーパー       ４，９９９百万円 
非上場株式               ２４３百万円 
マネー・マネジメント・ファンド     ２５０百万円 
 
 

３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、２６４百万円の減損処理を行っております。 
なお、下落率が３０～５０％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格と

の乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通し、時価下落の内的・

外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 
 
 
 

８ ． デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 
 
前中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日） 
 
 該当事項はありません。 
 
 
当中間連結会計期間末（平成１８年９月３０日） 
 
 該当事項はありません。 
 
 
前連結会計年度末（平成１８年３月３１日） 
 
 該当事項はありません。 

 
 
 

９．ストック・オプション等関係 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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［１株当たり情報］ 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１株当たり純資産額    ８２０円９９銭 
 

１株当たり純資産額    ９１７円４９銭 
 

 １株当たり純資産額    ８７５円１８銭 
 

１株当たり中間純利益      ３１円３４銭 
 

１株当たり中間純利益      ６６円３４銭 
 

 １株当たり当期純利益    ７７円１２銭 
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
２８円３３銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
５９円４６銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
６９円４７銭 

 
（注）算定上の基礎 
 

１．１株当たり純資産額 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自 平成１７年４月 １日

至 平成１８年３月３１日） 
中間貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― ４０，２８６ ― 
普通株式に係る純資産額（百万円）  ― ３７，５４３ ― 
普通株式の発行済株式数（千株） ― ４１，１１２ ― 
普通株式の自己株式数（千株） ― １９１ ― 
１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） ― ４０，９２０ ― 

 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成１7 年４月 １日

至 平成１7 年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成１8 年４月 １日 

至 平成１8 年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自 平成１7 年４月 １日

至 平成１8 年３月３１日） 
中間（当期）純利益（百万円） １，２６９ ２，７１４ ３，２１５ 
普通株主に帰属しない金額（百万円） 
 （うち利益処分による役員賞与金） 

―  
―  

― 
― 

８０ 
（８０）

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） １，２６９ ２，７１４ ３，１３５ 
普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，５２０ ４０，９１７ ４０，６５６ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いられ

た中間（当期）純利益調整額の主要な内訳（百万円） 
 支払利息（税額相当額控除後） 

事務手数料（税額相当額控除後） 

 
 

 ３６ 
 １ 

 
 

３６ 
１ 

７２ 
２ 

中間（当期）純利益調整額（百万円）  ３７ ３７ ７４ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
 転換社債 
 新株予約権 

 
 

５，３８９ 
２３７ 

 
 

５，３３７ 
２８ 

５，３８５ 
１６７ 

普通株式増加数（千株） ５，６２７ ５，３６５ ５，５５２ 
 

 

 
 
 
［重要な後発事象］ 
  
 該当事項はありません。 
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１０．種別完成工事高及び受注高等(連結） 

 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日

至 平成１７年９月３０日）

当中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１８年９月３０日） 

前 連 結 会 計 年 度

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日）

期   別 

 

区    分 
金  額 構成比率（％） 金  額 構成比率（％） 金  額 構成比率（％）

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３，７５４ ２２．６ ４，７４２ ２７．７ ３，７５４ ２２．６

モバイルネットワークソリューション ８，４８３ ５１．１ ９，３９３ ５５．０ ８，４８３ ５１．１

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ９７２ ５．９ １，３６７ ８．０ ９７２ ５．９

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ３，３８４ ２０．４ １，５８２ ９．３ ３，３８４ ２０．４

前

期

繰

越

高

合    計   １６，５９５ １００．０ １７，０８６ １００．０ １６，５９５ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １７，９２４ ３４．４ ２０，０７０ ３１．６ ３４，９２８ ３２．０

モバイルネットワークソリューション ２１，３２６ ４０．９ ３１，４８２ ４９．６ ４６，９８４ ４３．１

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ４，５５４ ８．８ ５，２９２ ８．４ ９，９３９ ９．１

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ８，２９９ １５．９ ６，５９０ １０．４ １７，１９４ １５．８

当

期

受

注

高

合    計   ５２，１０５ １００．０ ６３，４３６ １００．０ １０９，０４７ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １５，６９３ ３３．２ １７，６５４ ３１．５ ３３，９３９ ３１．３

モバイルネットワークソリューション １９，５６６ ４１．５ ２８，０９２ ５０．２ ４６，０７４ ４２．４

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ３，７２０ ７．９ ４，３８４ ７．８ ９，５４４ ８．８

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ８，２１８ １７．４ ５，９０１ １０．５ １８，９９６ １７．５

完

成

工

事

高

合    計   ４７，１９８ １００．０ ５６，０３１ １００．０ １０８，５５６ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ５，９８５ ２７．８ ７，１５９ ２９．２ ４，７４２ ２７．７

モバイルネットワークソリューション １０，２４３ ４７．７ １２，７８３ ５２．２ ９，３９３ ５５．０

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン １，８０６ ８．４ ２，２７５ ９．３ １，３６７ ８．０

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ３，４６５ １６．１ ２，２７２ ９．３ １，５８２ ９．３

次

期

繰

越

高

合    計   ２１，５０１ １００．０ ２４，４９０ １００．０ １７，０８６ １００．０
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平成 19年 3 月期   個別中間財務諸表の概要 平成18年11月15日 

上 場 会 社 名        大明株式会社 上場取引所 東証第１部 

コ ー ド 番 号        1943 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.daimei.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名  八木橋 五郎 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営管理本部長  氏名 大友 誠一  ＴＥＬ（03）5434－1121 
中間決算取締役会開催日 平成18年11月15日 中間配当制度の有無            無 

単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000株） 
 
１． 18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日） 
（1）経営成績 （注）百万円未満は切り捨てて表示してあります 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年9月中間期 
17年9月中間期 

51,485 
42,501 

21.1
12.9

4,633
2,388

94.0
21.3

4,640 
2,405 

92.9
25.3

18年3月期 97,383 6.8 5,667 10.8 5,669 17.6
 
 中間(当期)純利益 1 株当たり中間(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 
17年9月中間期 

2,620 
1,307 

100.4
49.7

64  05 
32  27

18年3月期 2,406 5.7 57 22 
（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 40,917,575株  17年9月中間期 40,520,582株 18年3月期 40,656,882株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2）財政状態  

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18年9月中間期 
17年9月中間期 

58,610 
59,812 

35,107 
31,957 

59.9 
53.4 

857  94 
784  53 

18年3月期 65,807 33,521 50.9 817 43 
（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期  40,920,450株 17年9月中間期 40,735,027株 18年3月期 40,910,299株 
     ②期末自己株式数   18年9月中間期   191,874株 17年9月中間期   324,343株 18年3月期   198,074株 
 
２．19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 
 

売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 106,000 6,800 3,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  85円53銭 
 
３．配当状況  
・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18年3月期 － 16 00 16 00 

19年3月期（実績） － － 

19年3月期（予想） － 16 00 
16 00 

（注）18年3月期期末配当金の内訳 普通配当6円00銭、特別配当10円00銭 
 

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日
現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の８ページをご参照くだ
さい。 
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１ ． 個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 

(１)中間貸借対照表 

 

（単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 17 年９月 30 日） （平成 18 年９月 30 日） （平成 18 年３月 31 日） 

     期  別 

 

科  目 
金    額 金   額 金   額 

 

（ 資 産 の 部 ） 

 

Ⅰ 流 動 資 産 ４３，５１０ ４５，８６８ ５０，４８４

現 金 預 金 １６，８２４ １０，８７０ １４，９３３

受 取 手 形 ９３ １３５ ６１

完 成 工 事 未 収 入 金 等 １４，１９７ ２０，６７８ ２３，０９１

有 価 証 券 ４，２５０ ５，４３８ ５，２５０

未 成 工 事 支 出 金 等 ― ５，５８９ ３，９７４

未 成 工 事 支 出 金 ５，７９８ ― ―

そ の 他 の た な 卸 資 産 １７ ― ―

繰 延 税 金 資 産 ８２２ ５２９ ５２９

そ の 他 ２，１９９ ３，５０６ ３，３２０

貸 倒 引 当 金 △   ６９４ △   ８７９ △   ６７５

 

Ⅱ 固 定 資 産 １６，３０２ １２，７４２ １５，３２３

１ 有 形 固 定 資 産 ６，６０７ ４，４７５ ６，６３７

建 物 ２，０５８ ２，００１ ２，０４９

土 地 ４，１７９ ２，０７４ ４，１８８

そ の 他 ３６９ ４００ ３９９

 

２ 無 形 固 定 資 産 ４０ １０２ ４３

 

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 ９，６５５ ８，１６３ ８，６４２

投 資 有 価 証 券 ６，１４２ ５，３３９ ６，０４６

長 期 貸 付 金 １６ １２ １４

繰 延 税 金 資 産 ２５２ １９５ ―

そ の 他 ４，０７１ ４，０９８ ４，０５１

貸 倒 引 当 金 △   ８２７ △ １，４８２ △ １，４６９

 

資 産 合 計 ５９，８１２ ５８，６１０ ６５，８０７
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 17 年９月 30 日） （平成 18 年９月 30 日） （平成 18 年３月 31 日） 

     期  別 

 

科  目 
金   額 金   額 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 

Ⅰ 流 動 負 債 ２０，１８３ １５，９６４ ２４，５８２

工 事 未 払 金 ９，０５１ １１，７４０ １３，９１０

短 期 借 入 金 ７，００２ １ ７，００１

未 払 法 人 税 等 １，１００ ２，０５７ ９７７

未 成 工 事 受 入 金 １，１０３ ４２１ ３８０

役 員 賞 与 引 当 金 ― ３０ ―

完 成 工 事 補 償 引 当 金 １０ ７ ６

そ の 他 １，９１４ １，７０６ ２，３０５

 

Ⅱ 固 定 負 債 ７，６７１ ７，５３８ ７，７０３

転 換 社 債 ６，８１９ ６，７５２ ６，７５７

長 期 借 入 金 ７ ４ ６

退 職 給 付 引 当 金 ６４８ ６１９ ７００

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １９７ １６１ ２２７

繰 延 税 金 負 債 ― ― １２

負 債 合 計 ２７，８５４ ２３，５０３ ３２，２８６

（ 資 本 の 部 ） 

Ⅰ 資 本 金 ５，５７７ ― ５，６０８

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ４，１０３ ― ４，１３４

資  本  準  備  金 ４，０７１ ― ４，１０２

そ の 他 資 本 剰 余 金 ３２ ― ３２

 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ２１，５８４ ― ２２，６８３

利 益 準 備 金 ９１６ ― ９１６

任 意 積 立 金 １８，６６９ ― １８，６６９

中間（当期）未処分利益 １，９９８ ― ３，０９７

 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ８１０ ― １，１７３

Ⅴ 自 己 株 式 △   １１７ ― △    ７８

資 本 合 計 ３１，９５７ ― ３３，５２１

負 債 資 本 合 計 ５９，８１２ ― ６５，８０７

（ 純 資 産 の 部 ） 
Ⅰ 株 主 資 本 

１ 資 本 金 ― ５，６１０ ―

２ 資 本 剰 余 金 ― ４，１３７ ―

（１）資 本 準 備 金 ― ４，１０４ ―

（２）その他資本剰余金 ― ３３ ―

 

３ 利 益 剰 余 金 ― ２４，５６９ ―

（１）利 益 準 備 金 ― ９１６ ―

（２）その他利益剰余金 ― ２３，６５２ ―

固定資産圧縮積立金 ― ３１５ ―

別 途 積 立 金 ― ２０，０８０ ―

繰 越 利 益 剰 余 金 ― ３，２５７ ―

４ 自 己 株 式 ― △    ７９ ―

 

株 主 資 本 合 計 ― ３４，２３８ ―

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金  ― ８６９ ―

評価・換算差額等合計 ８６９

純 資 産 合 計 ３５，１０７

負 債 純 資 産 合 計 ５８，６１０
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(２)中間損益計算書 

 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日）

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日）

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日）

        期 別 

 

科 目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 完 成 工 事 高  ４２，５０１ ５１，４８５  ９７，３８３

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ３７，１９０ ４３，７２４  ８５，６８３

完 成 工 事 総 利 益  ５，３１０ ７，７６０  １１，６９９

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ２，９２２ ３，１２７  ６，０３１

営 業 利 益  ２，３８８ ４，６３３  ５，６６７

Ⅳ 営 業 外 収 益   

受 取 利 息 ９ ２１ １９ 

受 取 配 当 金 ６０ ５２ １０３ 

そ の 他 ４８ １１８ ３０ １０５ ８３ ２０６

Ⅴ 営 業 外 費 用   

支 払 利 息 ９５ ８８ １８９ 

そ の 他 ５ １０１ １０ ９８ １４ ２０４

経 常 利 益  ２，４０５ ４，６４０  ５，６６９

Ⅵ 特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 ― ２９１ ― 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― ７ ― 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２１ ２１ ― ２９８ ― ―

Ⅶ 特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 １２ ２７ ２０ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 １ ３０ ３２４ 

減 損 損 失 ３３ ― ３３ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ４７ ２３０ ２８８ ６３６ １，０１４

税引前中間（当期）純利益  ２，３８０ ４，６５０  ４，６５４

法人税、住民税及び事業税 １，０７２ ２，０２９ １，９３８ 

法 人 税 等 調 整 額 ― １，０７２ ― ２，０２９ ３１０ ２，２４８

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  １，３０７ ２，６２０  ２，４０６

前 期 繰 越 利 益  ６９０ ―  ６９０

中間（当期）未処分利益  １，９９８ ―  ３，０９７
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(３)中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）       

（単位：百万円） 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
固定資

産圧縮

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,608 4,102 32 4,134 916 338 18,330 3,097 22,683 △  78 32,348

中間会計期間中の変動額      

転換社債の株式転換 2 2  2   4

固定資産圧縮積立金

取崩額（注１） 
   △  23 23 ― ―

別途積立金の積立額（注２）    1,750 △1,750 ― ―

剰余金の配当(注２)     △ 654 △ 654 △  654

役員賞与（注２）    △ 80 △ 80 △   80

中 間 純 利 益    2,620 2,620 2,620

自 己 株 式 の 取 得      △   5 △    5

自 己 株 式 の 処 分   0 0   4 4

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

     

中間会計期間中の変動額

合計 
2 2 0 2 ― △  23 1,750 160 1,886 △   1 1,890

平成 18 年 9 月 30 日残高 5,610 4,104 33 4,137 916 315 20,080 3,257 24,569 △  79 34,238

 

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 1,173 1,173 33,521

中間会計期間中の変動額  

転換社債の株式転換  4

固定資産圧縮積立金

取崩額（注１） 
 ―

別途積立金の積立額（注２）  ―

剰余金の配当(注２)  △   654

役員賞与（注２）  △    80

中 間 純 利 益  2,620

自 己 株 式 の 取 得  △     5

自 己 株 式 の 処 分  4

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

△  304 △  304 △   304

中間会計期間中の変動額

合計 
△  304 △  304 1,586

平成 18 年 9 月 30 日残高 869 869 35,107

（注１）固定資産圧縮積立金の取崩項目は次の通りであります。 

    ①平成１８年３月期の定期株主総会決議に基づく固定資産圧縮積立金の取崩額１６百万円 

②当中間会計期間に係る固定資産圧縮積立金の取崩額７百万円 

（注２）平成１８年３月期の定期株主総会における利益処分項目であります。 
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

ｂ．その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

 同左 

材料貯蔵品 

 同左 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

 同左 

材料貯蔵品 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、取得価額１０万円以上２０万円未満の

少額減価償却資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 同左 

ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

ロ．無形固定資産 

 同左 

ロ．無形固定資産 

 同左 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 同左 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 同左 

ａ．一般債権 

貸倒実績率によっております。 

ｂ．貸倒懸念債権等 

個別に債権の回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

ａ．一般債権 

 同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 

 同左 

ａ．一般債権 

 同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 

 同左 

ロ．完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるた

め、過去一定期間の補償実績率による算定額

を計上しております。 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５

年）による定額法により翌事業年度から費用

処理しております。 

ハ．退職給付引当金 

同左 

ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５

年）による定額法により翌事業年度から費用

処理しております。 

ニ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく中間会計期間末要支給額を計上し

ております。 

ニ．役員退職慰労引当金 

同左 

 

ニ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 
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前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

――――――――――――――――― ホ．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、当事業年度における支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に見合う分を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成１７年

１１月２９日 企業会計基準第４号）を適用

しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益、及び税引前中間純利益が、

それぞれ３０百万円減少しております。 

 

――――――――――――――――― 

４．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は工事完成基準によるほ

か、長期大型請負工事（工期が３事業年度に亘

り、請負金額１７億円以上のもの）については、

工事進行基準を採用しております。 

４．完成工事高の計上基準 

同左 

４．完成工事高の計上基準 

同左 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる 

  重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によって 

  おります。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる 

  重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な

  事項 

 消費税等の会計処理 

  同左 

 

 

（会計処理の変更） 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計 
基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月

３１日企業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。 
これにより税引前中間純利益が３３百万円減少

しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間 

財務諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接

控除しております。 

 

――――――――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 
 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計 
基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定 
に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年 
８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基 
準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５ 
年１０月３１日企業会計基準適用指針第６号） 
を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が３３百万円減少 
しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務 

諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接控除 
しております。 
 

――――――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等） 
 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７

年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、３５，１０７百万円であります。 
中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期

間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

――――――――――――――――― 
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（表示方法の変更） 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

――――――――――――――――― （中間貸借対照表） 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「その他のたな卸資産」は、

当中間会計期間において金額的重要性が乏しくなったため、「未成工事支出

金」に含めて「未成工事支出金等」として表示しております。なお、当中間会

計期間における「その他のたな卸資産」の金額は１２百万円であります。 
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［注 記 事 項］ 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日） 

前事業年度末 

（平成１８年３月３１日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，３１３百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，２４８百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

４，３２２百万円 

２．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、 

流動負債の「その他」に含めて表示しており 

ます。 

２．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 

同左 

２．   ――――――――――――― 

３．住宅ローン利用者のための保証債務 

            ７４５百万円 

３．住宅ローン利用者のための保証債務 

            ６２０百万円 

３．住宅ローン利用者のための保証債務 

６７１百万円 

４．受取手形裏書譲渡高       １百万円 ４．受取手形裏書譲渡高       ０百万円 ４．   ――――――――――――― 

５．   ――――――――――――― ５．中間会計期間末日満期手形 
中間会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、中間会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含まれております。 
受取手形         ５百万円 

５．   ――――――――――――― 

 

 

（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    １０６百万円 

無形固定資産 ９百万円 

 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    １０７百万円 

無形固定資産     ８百万円 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    ２２０百万円 

無形固定資産 １６百万円 

２．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

用 途 種 類 場 所 

遊 休 土地等 
静岡県伊豆市他

（４件） 

  （経緯） 

上記資産は、当中間期末において遊休状態にあ

り、今後の使用見込みもないため売却を検討し 

ておりますが、地価等も著しく下落しているこ

とから減損損失を認識いたしました。 

（減損損失の金額） 

種 類 金 額 

土  地 １６百万円 

その他 １６百万円 

合 計     ３３百万円 

  （グルーピングの方法） 

管理会計上の区分に基づき事業本部別に資産 

のグルーピングをしており、事業の用に供して

いない賃貸用資産、遊休資産等については個々

の物件を単位として扱っております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は正味売却価額を使用し、主に 

路線価又は固定資産税評価額に基づいて評価

しております。 

２．   ――――――――――――― ２．減損損失 

  当社は、以下の資産グループについて減損損失

  を計上しております。 

用 途 種 類 場 所 

遊 休 土地等 
静岡県伊豆市他

（４件） 

  （経緯） 

  上記資産は、当事業年度末において遊休状態に

  あり、今後の使用見込みもないため売却を検討

  しておりますが、地価等も著しく下落している

  ことから減損損失を認識いたしました。 

  （減損損失の金額） 

種 類 金 額 

土  地 １６百万円

その他 １６百万円

合 計     ３３百万円

  （グルーピングの方法） 

  管理会計上の区分に基づき事業本部別に資産

  のグルーピングをしており、事業の用に供し

  ていない賃貸用資産、遊休資産等については

  個々の物件を単位として扱っております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

  回収可能価額は正味売却価額を使用し、主に

  路線価または固定資産税評価額に基づいて評

  価しております。 

３．   ――――――――――――― ３．固定資産売却益は、当社所有の土地を売却した

  ことによるものです。 

３．   ――――――――――――― 

４．固定資産除却損は、当社所有の工具器具・備品 

  等を処分したことによるものであります。 

４．固定資産除却損は、当社所有の建物及び工具

  器具・備品等を処分したことによるもので

  あります。 

４．固定資産除却損は、当社所有の建物及び工具

  器具・備品等を処分したことによるものであり

ます。 

 

５．当中間会計期間における税金費用については、 

  「簡便法」による税効果会計を適用している 

  ため、法人税等調整額は「法人税、住民税及び 

  事業税」に含めて表示しております。 

５．同左 ５．   ――――――――――――― 

６．当社の売上高は通常の形態として、上半期に 

  比べ下半期に完成する工事の割合が大きい 

  ため、事業年度の上半期の売上高と下半期の 

  売上高との間に著しい相違があり、上半期と 

  下半期の業績に季節的変動があります。 

  当中間期末に至る1年間の売上高は以下の通り 

  です。 

  前事業年度下半期  ５３，５１５百万円 

  当中間会計期間   ４２，５０１百万円 

     計      ９６，０１６百万円 

 

６．当社の売上高は通常の形態として、上半期に

  比べ下半期に完成する工事の割合が大きい

  ため、事業年度の上半期の売上高と下半期の

  売上高との間に相違があり、上半期と下半期の

  業績に季節的変動があります。 

  当中間期末に至る1年間の売上高は以下の通り

  です。 

  前事業年度下半期  ５４，８８１百万円 

  当中間会計期間   ５１，４８５百万円 

     計     １０６，３６７百万円 

 

６．   ――――――――――――― 

 

 



大明㈱【個別】 

 

-36-

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 

 当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） １９８ ３ １０ １９１ 

   （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
      ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 
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２．リ ー ス 取 引 関 係 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

３．有 価 証 券 関 係 
 

 

（前中間会計期間末〔平成１７年９月３０日〕） 

 

有  価  証  券 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ３３１ ６７９ ３４７

 

 

 

（当中間会計期間末〔平成１８年９月３０日〕） 

 

有  価  証  券 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ３３１ ６４２ ３１１

 

 

 

（前事業年度末〔平成１８年３月３１日〕） 

 

有  価  証  券 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ３３１ ７８３ ４５２
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［1 株当たり情報］ 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
  至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

  至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日 

  至 平成１８年３月３１日） 

１株当たり純資産額    ７８４円５３銭 
 

１株当たり純資産額    ８５７円９４銭 
 

１株当たり純資産額    ８１７円４３銭 
 

１株当たり中間純利益    ３２円２７銭 
 

１株当たり中間純利益    ６４円０５銭 
 

１株当たり当期純利益    ５７円２２銭 
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
              ２９円１５銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
              ５７円４３銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
              ５１円９７銭 

 

 

（注）算定上の基礎 
 

１．１株当たり純資産額 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日

至 平成１８年３月３１日） 
中間貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― ３５，１０７ ― 
普通株式に係る純資産額（百万円）  ― ３５，１０７ ― 
普通株式の発行済株式数（千株） ― ４１，１１２ ― 
普通株式の自己株式数（千株） ― １９１ ― 
１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） ― ４０，９２０ ― 

 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１７年４月 １日

至 平成１８年３月３１日） 
中間（当期）純利益（百万円） １，３０７ ２，６２０ ２，４０６ 
普通株主に帰属しない金額（百万円） 
 （うち利益処分による役員賞与金） 

―  
―  

― 
― 

８０ 
  （８０） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円）  １，３０７ ２，６２０ ２，３２６ 
普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，５２０ ４０，９１７ ４０，６５６ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた中間（当期）純利益調整額の主要な内訳（百万円） 
 支払利息（税額相当額控除後） 

事務手数料（税額相当額控除後） 

 
 

３６ 
１ 

 
 

３６ 
１ 

 
 

７２ 
２ 

中間（当期）純利益調整額（百万円） ３７ ３７ ７４ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
 転換社債 
 新株予約権 

 
 

５，３８９ 
２３７ 

 
 

５，３３７ 
２８ 

 
 

５，３８５ 
１６７ 

普通株式増加数（千株） ５，６２７ ５，３６５ ５，５５２ 
 

 

 

［重要な後発事象］ 
 

 該当事項はありません。 
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４．種別完成工事高及び受注高等 

 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成１７年４月 １日

至 平成１７年９月３０日）

当中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

前 事 業 年 度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日）

期   別 

 

区    分 
金  額 構成比率（％） 金  額 構成比率（％） 金  額 構成比率（％）

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３，７５４ ２４．３ ４，７４２ ２９．３ ３，７５４ ２４．３

モバイルネットワークソリューション ８，４５２ ５４．６ ９，３７０ ５７．９ ８，４５２ ５４．６

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ６３６ ４．１ １，０８４ ６．７ ６３６ ４．１

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ２，６２６ １７．０ ９９１ ６．１ ２，６２６ １７．０

前

期

繰

越

高

合    計   １５，４７０ １００．０ １６，１８９ １００．０ １５，４７０ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １７，９２４ ３８．０ ２０，０７０ ３４．５ ３４，９２８ ３５．６

モバイルネットワークソリューション ２０，９９５ ４４．５ ３０，８７５ ５３．１ ４５，９５８ ４６．９

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ３，４４１ ７．３ ３，６６５ ６．３ ７，５９１ ７．７

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ４，７９８ １０．２ ３，５７７ ６．１ ９，６２４ ９．８

当

期

受

注

高

合    計   ４７，１６０ １００．０ ５８，１８８ １００．０ ９８，１０３ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １５，６９３ ３６．９ １７，６５４ ３４．３ ３３，９３９ ３４．８

モバイルネットワークソリューション １９，３２１ ４５．５ ２７，５７４ ５３．６ ４５，０４０ ４６．３

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ２，６８４ ６．３ ３，１０１ ６．０ ７，１４２ ７．３

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ４，８０２ １１．３ ３，１５４ ６．１ １１，２５９ １１．６

完

成

工

事

高

合    計   ４２，５０１ １００．０ ５１，４８５ １００．０ ９７，３８３ １００．０

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ５，９８５ ２９．８ ７，１５９ ３１．３ ４，７４２ ２９．３

モバイルネットワークソリューション １０，１２７ ５０．３ １２，６７１ ５５．３ ９，３７０ ５７．９

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン １，３９３ ６．９ １，６４７ ７．２ １，０８４ ６．７

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ２，６２３ １３．０ １，４１４ ６．２ ９９１ ６．１

次

期

繰

越

高

合    計   ２０，１２９ １００．０ ２２，８９２ １００．０ １６，１８９ １００．０

  

 


